
添付資料 

使用済燃料の再処理等に係る制度見直しの概要と記載変更内容 

１．使用済燃料の再処理体制の見直し 

  これまで，当社を含む原子力事業者は，日本原燃株式会社を設立し，使用済燃料の再処理事

業を共同で進めてきたが，本年５月，再処理等事業に必要な資金を安定的に確保し，事業を着

実かつ効率的に実施する観点から，国による制度の見直しが行われた。 

（１）制度見直しの概要 

・再処理等事業を着実に行う体制を構築するための認可法人「使用済燃料再処理機構」を設

立（設立準備中）。 
・発生者責任の原則に基づき，使用済燃料の発生量に応じて再処理等事業に必要な資金は引

き続き原子力事業者が負担するが，現行の積立金制度を新たに設立する法人への拠出金制

度に改める。 

（２）制度見直しのイメージ図 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

２．原子炉設置変更許可申請書記載内容の変更（本文．八 使用済燃料の処分の方法） 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

以 上 

費用を支払
（再処理等事業を委託）

各原子力事業者 資金管理法人 

日本原燃(株) 

各原子力事業者 

新法人「使用済燃料再処理機構」

日本原燃(株) 

積立 

払戻 
費用を支払 
（法律上，支払義務なし） 

再処理等費用を拠出
（拠出を義務付け） 

＜現行制度＞ ＜新制度＞


